
 

 

 

 

 

 

 

～人権デューデリジェンスとは？～ 

 企業が人権への負の影響を特定、防止、軽減し、どのように救済するかという継続
的なプロセスのこと。これは、企業は社員のみならず、輸入先や製造元など自社が関
わるあらゆる人々の人権を守る責任があり、人権保護や被害者救済に関する取り組
みを継続していくという考え方に基づくものです。 
 欧米では法的に義務化が進んでいますが、日本ではまだ義務化には至っておらず、政府が

ガイドラインを示すのみにとどまっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

球磨工 

人権だより 
令和７年２月  教育相談部 

人権デューデリジェンスについて考える①  
 

欧米では、会社が人権を守るのはもちろんですが、人権の積極的

な保護に取り組まないことも法律違反となることがあります。 

特に大企業ほど厳しいルールが設けられているのです！ 

人権リスクの類型 『今企業に求められる「ビジネスと人権」への対応』（法務省）より  企業にとって人権問題は場合によっては会社が破滅しかねない大き

なリスクとなります。球磨工業生が就職する会社の多くは大企業で

す。影響力が大きいことから、会社内外、国内外に至るまで人権問

題が起きないように特に目を光らせておかねばなりません！ 

多様な“肌色”の絵文字（iPhone） 
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球磨工 

人権だより 
令和７年２月  教育相談部 

人権デューデリジェンスについて考える② 
 

今回は企業における実際の人権問題事例や、各企業の人権デュ

ーデリジェンスについてみていきましょう！ 

“ハラスメント”も立派な人権侵害よね！ 

誰もが安全で安心できる職場環境をつくるためには、個人では

なく、組織全体で積極的に取り組んでいかないといけません

ね。 長時間労働も NG ですね！ 

社内では気をつけていても、グループ会社や取引先の企業が「児
童労働」や「危険労働」を行っていればそれは社会的には同罪で
す。“他人事”では済まされません。 

各企業の取り組み例  


